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地域共創社会に向けた「ゆるやかなつながり」の提案 

とその実装システムについて 
 

星合真歩 1 忽那有記 2 星合真吾 3 奥沢明 4 早田啓考 5 星合隆成 3 

 

概要：地域共創社会の実現に向けては，地域イノベーション・DX 創発，地域プラットフォーム構築，持続的な地域
コミュニティの構築，異業種交流，異分野融合などの取り組みが重要である．我々は，これらの取り組みを考察する
ことによって，地域共創社会実現に向けての本質の一つは，「ゆるやかなつながり」であることを明らかにした．ま

た，概念としての「ゆるやかなつながり」を具現化するために，レイヤー1 からレイヤー7 の 7 階層から構成される言
語化手法を提案した．最後に，「ゆるやかなつながり」をシステム化するために，Web3.0 技術を活用した実装システ
ムについて提案した． 
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Proposal for “Loose Connections” for Co-creative Regional Society 

and the Implementation Systems 
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Abstract: To realize a co-creative regional society, efforts such as regional innovation and digital transformation, building regional 

platforms, building sustainable regional communities, cross-industry exchanges, and interdisciplinary fusion are important. By 

examining these efforts, we have clarified that the essence of realizing a co-creative regional society is "loose connections" that 

are located as a concept. Furthermore, in order to structure "loose connections" as a concept, we have proposed a linguistic methods 

consisting of seven layers, from Layer 1 to Layer 7. Finally, in order to systematize "loose connections," we have proposed an 

implementation system that utilizes Web 3.0 technology. 
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1. はじめに   

東京への一極集中や人口減による人手不足，財政難等に

起因して，地域共創社会（自助と共助の両立）の実現が急

務になっている． 

この地域共創社会の実現に向けては，地域イノベーショ

ン・DX 創発，地域プラットフォーム構築，持続的な地域コ

ミュニティの構築，異業種交流，異分野融合などの取り組

みが重要である． 

我々は，これらの取り組みを考察することによって，地

域共創社会実現に向けての本質の一つは，「ゆるやかなつな

がり」であることを明らかにした．つまり，地域共創社会

の実現に向けては，様々な地域活動や地域資源同士の横展

開（横ぐし）が必要であり，この横ぐしには「ゆるやかな

つながり」が有効であることを明らかにした． 

一方で，横ぐし，すなわち「ゆるやかなつながり」を構

築することは容易でない．そこで，概念としての「ゆるや

 
 1 中央大学   

   Chuo Univ.   

 2 株式会社九州ソフタス   

   kyushu-softas   

 3 崇城大学 
   Sojo Univ. 

かなつながり」を具現化するために，レイヤー1 からレイ

ヤー7 の 7 階層から構成される新たな言語化手法を提案し

た． 

最後に，「ゆるやかなつながり」をシステム化するために，

Web3.0 技術を活用した実装システムについて提案した． 

2. 現状の取り組みの問題点 

地域共創社会の実現に向けた取り組み（活動）が全国各

地で展開されているが，以下の問題点がこれまでに指摘さ

れている（図 1）． 

① 地域において新たな価値の創発や変革が生まれにく

い．課題や「お困りごと」の解決のための取り組みが新た

な価値の創発へと発展しない． 

② 課題や「お困りごと」の解決に多大なコスト（人員，

費用，期間）を要している．また，それに起因して手つか

ずの課題や「お困りごと」が多数残存する． 

③ 課題解決のための活動同士が連動・連携しない． 
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④ 持続的な地域コミュニティの運営が困難である．自

治体等の補助がなくなる，キーパーソンがいなくなると地

域コミュニティが崩壊してしまう． 

3. 問題点の解決に向けた考察と提案 

① 課題解決型 vs. イノベーション型 

これまでの地域創生や地域活性化の活動は，課題解決型

と呼ばれる取り組みが一般的・中心的であった．課題解決

型は，課題や「お困りごと」を解決することが目的であり

ゴールであった．これに起因して，地域において新たな価

値の創発や変革が生まれにくかった．図 2 に示すように，

課題解決型では地域課題や「お困りごと」の解決に向けて，

課題毎に必要な資源をそれぞれ集め，集めた資源を使った

活動を展開し，その結果としてモノやサービスなどの成果

や，そこからの効果を生み出した． 

この課題解決型では，縦ぐし（縦展開）の関係構築が必

要であり，そして，縦ぐしの構築にはトップダウン・中央

集権的な「つよいつながり」が有効である（図 3）．「つよい

つながり」は同じ価値観を共有する同質性・単一性の高い

つながりであり，この「つよいつながり」からは新たな価

値の創発や地域・社会変革を生み出すことは困難であるこ

とが知られている．つまり，縦ぐしの延長線上にはイノベ

ーション・DX 創発の「種（たね）」は存在していない[1]． 

これに対して，地域イノベーション・DX 創発には横ぐ

し（横展開）の関係構築が必要であり，この横ぐしの構築

には「ゆるやかなつながり」が有効であることが提案され

ている[2]-[5]．「ゆるやかなつながり」は，異なる価値観を

共有する多様性・異質性の高いボトムアップ・自律分散協

調型のつながりである．たとえば，文献[6]は，横展開でき

る人材を「ヨコグシスト」と名付け，横ぐしから新たな価

値を創発できるイノベーション人材の育成に取り組んでい

る． 

地域創生や地域活性化の取り組みから新たな価値や変

革を促すためには，課題解決型の取り組みには「つよいつ

ながり」を，イノベーション型の取り組みには「ゆるやか

なつながり」を用いるといった両者の使い分けと，組み合

わせた設計がポイントになる． 

② 課題解決型 vs. プラットフォーム型 

地域活性化を進める上での課題解決型のさらなる問題

点は，インプットフェーズからアウトカムフェーズまでに，

多大なコスト（人員，費用，期間）を要すること，課題解

決の活動同士の連動・連携が困難なことである．この問題

は，IT 業界での取り組みが示唆に富む（図 4）．1960 年以

前の IT 業界では，個々のシステムをゼロから開発すること

が一般的であった．これを一体型のシステムと呼ぶ．一体

型システムでは，多大なる開発要員，開発費用，開発期間

が問題になった．また，システム同士を連動・連携させる

ことも困難であった．連動のためにはゲートウエイシステ

ムを新たに開発する必要があり，これが負担になった． 

この解決手段として，1960 年代になって IBM は一体型

システムを，オペレーティングシステム（OS)と呼ばれるプ

ラットフォーム（共通基盤）と，アプリケーション（アプ

リ）の 2 階層で構成する新たな概念を発表した．たとえば，

一体型システムのデータ保存機構を，OS（ファイル管理）

に委ねることによって，システム開発の期間短縮，開発要

員削減，開発費用削減を達成した．また，OS を介してアプ

リケーション同士が容易に連動・連携（ゆるやかにつなが

る）ようになった．最近では，このプラットフォーム化の

考え方が，OS からクラウドへと発展している． 

このような成功事例を鑑みれば，地域創生・地域活性化

の分野においても，これまでの一体型の課題解決の取り組

図 1 地域共創社会の実現に向けた取り組みの問題点
と解決策 

Figure 1  Issues and solutions for initiatives aimed at 

realizing a co-creative regional society. 

図 2 課題解決型 vs. イノベーション型 

Figure 2 Problem solving type vs. Innovation type. 

図 3 つよいつながり vs. ゆるやかなつながり 

Figure 3 Strong connections vs. Loose connections. 
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み（活動）を，すべての活動に対して共通部分となるプラ

ットフォームと，活動固有の部分に分離すべきである．こ

れによって，これまでの一体型の課題解決の活動を低コス

ト化するとともに，プラットフォーム上で展開される活動

同士の「つながり」を実現すること，つながりを可視化す

ることが可能になる．なお，この活動同士のつながりやプ

ラットフォーム自身からも新たな価値が創発されることに

なる． 

たとえば，阿蘇市，一般社団法人 SCB ラボ，崇城大学

IoT・AI センターが中心となって進めている阿蘇市地域 DX

推進協議会においては，阿蘇市を中心に四万十市，八代市

など全国 30 の自治体がゆるやかにつながることによって，

自治体プラットフォームを形成する実証実験を計画してい

る[7]．このプラットフォームは，図 5 に示すように 3 階層

から構成される．第 1 層はすべての自治体（地域）におい

て共通の基盤であり，第 2 層は特定の自治体（地域）もし

くは特定の分野において活用される共通基盤である．第 3

層はこれらのプラットフォーム上で展開される個々の地域

課題（地域活動）である． 

この自治体プラットフォームを通じて，プラットフォー

ム上で展開される課題解決の取り組み（活動）同士がゆる

やかにつながるようになる．なお，このプラットフォーム

の運営が負担とならないように，プラットフォーム自体も

「ゆるやかなつながり」によって構築されることが重要で

ある．たとえば，地域資源同士，地域コミュニティ同士の

ゆるやかなつながりや，活動同士の横ぐしによってプラッ

トフォームが形成されることが重要である． 

③ 持続的な地域コミュニティの構築 

2040 年問題において以下の点が予想されている[8]．人口

減少や経済基盤の弱体化に伴い，生活支援機能の維持が難

しくなる．特に，地縁組織が機能低下しているため，共助

の場が不足し，自治体の財政負担が増大する．そのため，

地方自治体は，自助・共助・公助のバランスを調整し，共

助の場を創出することで，地域住民の生活を支えることが

重要である.この共助の場として，持続的な地域コミュニテ

ィを構築する必要があるが，これには「ゆるやかなつなが

り」が欠かせない． 

たとえば，芦屋市が進めている「ちょうどの学び」とそ

のための「ゆるやかな協働で学び合う学校」の実現に向け

ては，「言語化されたゆるやかなつながり」によって構築さ

れる持続的な地域コミュニティの構築が必要である[9][10]．

なお，「つよいつながり」や，たとえ「ゆるやかなつながり」

であっても「言語化されていないゆるやかなつながり」で

は地域コミュニティの持続性は低いことが知られている． 

従来の地域コミュニティが持続困難であった理由につ

いて，「つよいつながり」と「ゆるやかなつながり」の観点

から，以下のように考察できる． 

たとえば，クライアントサーバモデルは，サーバを介し

てクライアント同士がつながることによって形成されるコ

ミュニティである．ここで，クライアントは処理を要求す

る動作主体，サーバは要求に対して応答する動作主体であ

り，各々の役割は明確に定まっている．これは，サーバの

存在が前提であり，サーバとクライアントが「つよいつな

がり」によって構築されるコミュニティである．そのため，

サーバの退去やサーバが障害に陥るとコミュニティの運営

が継続できなくなるといったリスクがある．また，サーバ

を運営するためのコストも負担になる． 

このクライアントサーバモデルを将棋に置き換えて考

察してみよう．将棋では，盤面に最初から駒が配置されて

いる．また，駒には予め決められた役割が定まっている．

各駒は自陣の王将を守るとともに，敵陣の王将を取るとい

う役割を担うため，駒同士はつよいつながり（つよいコミ

ュニティ）を形成することになる．つまり，このコミュニ

ティは王将の存在（生存）が前提になる．なお，クライア

ントサーバモデルにおけるサーバには王将が，クライアン

トにはその他の駒が相当する．そのため，王将が取られた

時点でコミュニティが崩壊する（試合での負け）といった

リスクや，「王将を守る・取る」ことに多くのコストを払う

必要がある． 

このように，つよいつながりを維持するためには高いリ

スクとコストを支払う必要がある（結果的に，高いリスク

とコストが必要なつながりが「つよいつながり」である）． 

図 4 課題解決型 vs. プラットフォーム型 

Figure 4 Problem solving type vs. Platform type. 

図 5 3 階層からなる地域活性化プラットフォーム 

（例：自治体連携プラットフォーム） 
Figure 5 Three- layered regional revitalization platform. 

 (e.g., Local government collaboration platform.) 
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これに対して，囲碁は盤面に何もないゼロの状態からゲ

ームがスタートする．また，碁石には予め決められた役割

は定まっていない．いつどういった状況において碁石が盤

面に置かれたかによって，その碁石の役割が決まるのであ

る．囲碁には布石という言葉がある．これは，その時点で

は大した役割を果たしていない碁石が，将来的に大きな役

割を果たすことを意味する．囲碁では，この指止まれを行

った碁石に対して，賛同（共感）した碁石がゆるやかにつ

ながってコミュニティ（陣地）を形成する．つまり，王将

のような特定の碁石の存在を前提としないため，ある陣地

を取られても別の陣地を確保すればよいことになる． 

したがって，ゆるやかなつながりによって構築されたコ

ミュニティは，サーバのような仲介者（ブローカ）が存在

しない（ブローカレスである）ため，高いリスクやコスト

を支払わなくてもコミュニティを持続させることができる

のである（結果的に，低リスクと低コストでつながること

ができるつながりが「ゆるやかなつながり」である）． 

そのため，高いリスクとコストを支払うことが困難な地

域コミュニティの構築においては，ゆるやかなつながりに

よるコミュニティ形成方法が有効になるが，これまではつ

よいつながりによってコミュニティを構築していた点がそ

の持続性を困難にしていた． 

このような考察からも，囲碁はゆるやかなつながりを構

築するためのシミュレーションやトレーニングに有効であ

り，将棋はつよいつながりを構築するためのシミュレーシ

ョンやトレーニングに有効であることが，副次的な効果と

して分かってきた． 

④ 異業種交流＆異分野融合 

異分野間の地域資源同士の「ゆるやかなつながり」から

地域活性化のためのプラットフォームを構築することで，

プラットフォーム上で展開される活動同士がゆるやかにつ

ながるようになり，これによる新たな価値の創発，異分野

融合や異業種交流が促進される． 

これまでのことから，「ゆるやかなつながり」が，イノベ

ーション創発，プラットフォーム構築，持続的なコミュニ

ティ構築，異分野融合や異業種交流に有効であり，地域共

創社会実現に向けての「本質」の一つであることが分かる． 

図 6 接続形態 

Figure 6 Connection types. 

表１ ゆるやかなつながりの概念の具現化（言語化） 

Table 1 Verbalizing the concept of loose connections. 
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4. ゆるやかなつながりの言語化手法 

3.において事例をもとに地域共創社会の実現に向けては

「ゆるやかなつながり」がキーコンセプト（本質）である

ことを指摘した．本章では，この「ゆるやかなつながり」

という概念を具現化するために必要となる言語化手法につ

いて提案する．本論文では，「つながりの本質とは？」との

問いを明らかにすることを目的とした P2P 理論[2]-[5]によ

って提供される「ゆるやかなつながり」の言語化手法が，

スカイプ[11]，SNS[12]，P2P 保険[13]，P2P 電力[14]，仮想

スーパーコンピュータ[15]，ブロックチェーン[16]などの革

新的なサービスを生み出したことに着目した． 

そこで， P2P 理論の考え方を，異文化コミュニケーショ

ン論[17]，自己決定理論[18]と融合することによって，P2P

の考え方をインターネットばかりでなく，現実社会である

地域共創社会に対しても適用可能にした．ここで，これら

をレイヤー1 からレイヤー7 の 7 階層に階層化し，個々の

レイヤーの構成要素を規定した新たな言語化手法を提案す

る（表 1）． 

① レイヤー1：接続形態 

 Layer1 では，物理的なつながりを実現するための接続形

態を規定する（図 6）．ここで，8 通りの接続形態は「つよ

いつながり」と「ゆるやかなつながり」に大別される．ク

ライアントは処理を要求する動作主体であり，サーバは処

理要求に応答する動作主体である．また，ピアは，「自律分

散協調」可能な最小単位である．ゆるやかなつながりを構

築するために，ピアがゼロの状態から「この指とまれ」方

式で賛同するピアと順次接続していく．接続されたピアの

集合体は「ピアグループ」と呼ばれ，ピアグループも 1 つ

のピアと見なすことができる．つまり，グループにピアが

参加するのではなく，複数のピアが接続された結果がピア

グループになる（図 7）．そのため，自己組織化型のスケー

ラブルなつながり（ピアグループ）を構築することができ

る． 

② レイヤー2：接続の持続性確保 

 Layer2 では，接続の持続性を確保するための構成要素と

して，ブローカレス，サーバント，自己組織化（代替機能），

隣接記憶を規定する． 

ゆるやかなつながりの本質は，特定の動作主体に依存し

ないブローカレスの接続形態を構築することによって，つ

ながりの自由度（フレキシビリティ），低リスク化，低コス

ト化，スケーラビリティを高めることである．このブロー

カレスを実現するために，各動作主体は要求者と応答者の

役割を両方併せ持つことになる．これをサーバントと呼ぶ． 

任意の動作主体が接続から離脱した場合に，他の動作主

体が自己組織化（代替機能）することで，より安定的な持

続性を保証する．そのために，動作主体同士で互いを記憶

し合うこと（隣接記憶）が必要になる． ③ レイヤー3：プロパティと寿命 

Layer3 では，地域資源の仮想化に基づいて，プロパティ

図 9 プロパティの寿命 

Figure 9 Property lifetime. 

図 8 地域資源の仮想化 

Figure 8 Virtualization of regional resources. 

図 7 自己組織化（グループ化） 

Figure 7 Self-organization(grouping). 

図 10 ゆるやかな学びの場(プラットフォーム)の構築 

Figure 10 A place of learning built on loose connections. 
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の寿命を考慮したインタフェース設計を規定する（図 8）．

プロパティは，動作主体のメタデータであり，「機能，モノ，

活動，概念，つながり」の 5 種類に分類され，抽象度が高

いほど寿命が長い（図 9)． 

 図 10 のゆるやかな学びの場（プラットフォーム）の構築

を用いてプロパティの考え方を説明する．たとえば，「最先

端の学びを低コストで提供したい」という概念（目的・ビ

ジョン）が定まることによって，この概念を実現するため

に取り組むべき活動が決定する．ここで，活動そのものよ

りも活動間のつながりの方が大切であることに注意を要す

る．その理由としては，活動そのものよりも活動同士や資

源同士のゆるやかなつながりの中から新たな価値が創発さ

れる可能性が高いこと，活動そのものよりも活動間のつな

がりの方が，寿命が長いからである．そして，活動同士（資

源同士）のつながりから「モノ」である「ゆるやかな学び

の場」が生み出される．さらに，ゆるやかな学びの場から

は，機能としての数々の教育プログラムが提供されること

になる．なお，「モノ」よりも「つながりに価値がある」こ

とについてはレイヤー6 において言及する． 

④ レイヤー4：トラスト 

 Layer4 では，接続の信頼性を確保するために，良く知ら

れた資源の活用，成功している分野の資源の活用，接続の

多重度，接続の透明性，接続の履歴について規定する． 

良く知られた資源，成功している分野の資源とつながる

ことによって接続の安全性を確保する．接続の多重度は，

つながりの安定性や信頼性の向上に直結する重要な要素で

ある．多重度の高い接続を構築することによって，各ピア

間の相互作用が活発化し，接続の頑健性や持続性が増す．

たとえば，DAO（分散型自律組織）では，多重度の高い接

続構造が情報の改竄を不可能にし，システム全体の技術的

信頼性を強固に担保している[19]． 

接続の透明性は，ピアの信頼，ピア同士の協調性（ピア

同士の連携）を支える不可欠な要素である．DAO では，運

営ルールや意思決定プロセス，プログラムコードなどがブ

ロックチェーン上で完全に公開されており，誰でも情報や

意思決定の経緯を検証することができる．このような透明

性が，システムの信頼を担保し，ネットワーク全体の安定

性と，ピア同士の協調性の向上に貢献する．文献[20]は，情

報やプロセスの公開が自然な信頼関係を生むことを指摘し，

文献[21]は，意思決定過程の「見える化」が組織やネットワ

ークにおける協調性・安定性を高めることについて言及し

ている． 

接続の履歴（一定期間にわたり明確なビジョンをもって

接続を維持すること）はトラストの重要な要素である．そ

のため，ビジョンが明確であり，その明確なビジョンと整

合性のとれたつながりを維持できたことは，信頼に値する

か否かを判断する材料になる． 

⑤ レイヤー5：インセンティブ 

 Layer2 が接続の持続性を確保するための仕組みを規定し

たのに対して，Layer5 では，ゆるやかなつながりを構築・

維持するためのインセンティブについて定義する． 

つよいつながりのためのインセンティブは，強制力や，

高コストの施策が用いられることが多い．たとえば，金銭

などのモノを主体とした物質的インセンティブである． 

これに対して，ゆるやかなつながりにおけるインセンテ

ィブでは，低コスト・低リスクでのインセンティブ付与が

前提となるため，非物質的インセンティブが有効になる

[22][23]． 

 ゆるやかなつながりに対する非物質的インセンティブを，

共感・権利・補完の 3 つに分類する．まず，非物質的イン

センティブの一つである共感について説明する．動作主体

が概念やビジョンに対して共感を抱いたとき，これは外部

的な報酬を得ることが目的ではなく，「概念に対する共感を

与えた相手先とつながりたい」との欲求が生まれる．この

ように，共感を用いた接続のためのインセンティブは抵コ

スト化と高い接続効果を達成する．また，概念に対する共

感は，レイヤー3 で言及したように，モノ（金銭）よりも

「プロパティの寿命」が長いという特徴をもつ．そのため，

概念や価値観に基づく共感は，つながりの持続性を高める

効果がある． 

 第 2 のインセンティブは，権利である．取り組みへの決

定権や参加機会などの権利をインセンティブとして付与す

ることで，動作主体の自律性（自己決定など）が促進され

る．この権利がブローカレスな接続を保証する．一方，こ

の権利が付与されない場合には，動作主体の自律性が損な

われ，特定の動作主体に依存した高コストのつながりにな

ってしまう恐れが生じる．  

 第 3 は能力補完である．能力補完では，お互いに足りな

い能力を補完することがインセンティブとなって相互接続

する．たとえば，仮想スーパーコンピュータ[15]では，各パ

ソコンが，CPU，1 次記憶（メモリ），2 次記憶（ハードデ

ィスクや SSD）などを持ち寄ることで高性能なスーパーコ

ンピュータを実現することを目的に相互に接続される． 

⑥ レイヤー6：プリンシプル 

Layer6 では，ゆるやかなつながりの基本理念を定義する．

ここで，「ゆるやかなつながりの本質」を以下のように定義

する． 

Ⅰ. 自律性（自律分散協調型のつながり） 

Ⅱ. 多様性のあるつながり 

Ⅲ. ブローカレスのつながり（特定の動作主体に依存しな

いつながり）．結果的に低コスト・低リスクでのつなが

りを実現する． 

Ⅳ. 「モノ」よりも「つながり」や「概念」に価値を置く

つながり 

ここで，自律的なつながり（自律性）は，自己決定権を

有する[18]．自己決定権とは，「なぜ接続するのか」（接続の
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目的＝インセンティブ），「どのように接続するのか」（接続

形態），「どのような対象と接続するのか」（接続のプロパテ

ィ）の 3 つの要素から構成される．この 3 つの要素を決定

するに際しては，「モノ」ではなく「つながりや概念に価値

を置く」こと，特定の動作主体に依存しない「ブローカレ

ス」の関係を構築すること，さらに，「多様性」のあるつな

がりを確保または享受すること[17]，が大切である． 

 たとえば，スーパーコンピュータは開発費に数千億円，

運営費に年間数百億円を要する非常に高価な「モノ」であ

る．そのため，「モノ」としてのスーパーコンピュータの性

能を競うランキングにおいて 1 位を目指すなど，「モノ」そ

のものに価値があると考える． 

 これに対して，仮想スーパーコンピュータ[15]は，インタ

ーネット上に既に存在している（既存の資源），ユーザのパ

ソコン（ユーザ資源）をボトムアップにつなげることによ

って，仮想的なスーパーコンピュータを構築する．そのた

め，スーパーコンピュータと比して，低コスト・低リスク

で構築することが可能になる．仮想スーパーコンピュータ

においては，「モノ」としての数十万円程度のパソコンより

もパソコン同士の「つながりにこそ価値がある」と考える． 

 このように，パソコン同士をボトムアップ的につなげる

「ゆるやかなつながり」は，「モノよりもつながりそのもの

に価値がある」「概念に価値がある」と考える．つまり，「モ

ノ」よりも「つながり」や「概念」に価値を置くつながり

方が「ゆるやかなつながり」である． 

⑦ レイヤー7：応用可能性 

 Layer7 では，ゆるやかなつながりを必要とするサービス

（アプリケーション）について規定する．ここでは，地域

イノベーション・DX 創発，地域プラットフォーム構築，持

続的な地域コミュニティ構築，異分野融合や異業種交流な

どが例示される． 

5. 実装システム 

「ゆるやかなつながり」を実装するシステムとして，

Web3.0 を用いた地域活性化プラットフォームのシステム

化について述べる（図 11）． 

地域共創社会の実現においては「ゆるやかなつながり」

を構築するためのプラットフォームのシステム化が鍵を握

る．本章では，Web3.0 技術の特徴を活かしたシステム化つ

いて提案する．Web3.0 技術は，ブロックチェーンを基盤と

した非中央集権的なシステム構築を可能とし，DAO（分散

型自律組織），NFT（非代替性トークン），地域トークン，

分散型 ID（DID）などの技術群がその中核を成している[19]．

これらは，まさに「ゆるやかなつながり」の構築に適した

技術的手段であり，地域市民のみならず，地域外市民（観

光客，移住希望者）や外国人観光客，デジタル市民など地

域外部から関与する人を巻き込む新たな協働環境の創出に

寄与する． 

たとえば，DAO を用いた地域運営では，意思決定や資金

配分をスマートコントラクトによって透明・自動化するこ

とができ，地域内外の関係者による分散型ガバナンスが実

現する．また，NFT の活用により，地域文化や観光資源を

デジタル資産として可視化・共有することが可能となり，

地域ブランドの共創と継続的な関係性の構築が促進される．

デジタル資産による，ふるさと納税の活性化にも寄与する

ことが可能となる．これらの技術は，従来の中央集権的な

システムとは異なり，市民や関係者による“自律的な参加”

を支援する構造を持つ． 

さらに，地域トークンの導入により，市民や来訪者の行

動（例：ボランティア，イベント参加など）に対してトー

クン報酬を付与し，地域内での経済循環を活性化する仕組

みも実現可能である．加えて，DID を活用することで，個

人の活動履歴やスキル，地域貢献の可視化が進み，広域的

な人材流動や信頼構築にもつながる． 

これら Web3.0 技術を用いたシステムは，単なる情報基

盤ではなく，関係性や価値の共有を支えるプラットフォー

ムとして機能し得る．ただし，これらのシステム導入には，

地域市民・自治体職員・地域事業者などを対象としたリテ

図 11 地域活性化プラットフォームを産学官民金の連携基盤として活用 
Figure 11 Utilizing the regional revitalization platform as a foundation for collaboration between industry, academia, 

government, and finance. 
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ラシー教育やインセンティブ設計が不可欠であり，トーク

ン設計やスマートコントラクトの開発に関しても高度な技

術的支援が必要となる． 

したがって，地域における Web3.0 ベースのプラットフ

ォーム導入は段階的に進めるべきであり，まずは限定的な

DAO や NFT の実証実験から始め，得られた成果をもとに

市民参加型の共創システムへと拡張するプロセスが望まし

い．自律分散型の IT システムは，単に「使う」ものではな

く，「共につくるもの（共創物）」として取り組む必要があ

る． 

6. おわりに 

本論文では地域共創社会に向けた取り組みを事例検証

することにより，地域共創社会実現に向けては「ゆるやか

なつながり」がキーコンセプトであることを明らかにした．

さらに，概念である「ゆるやかなつながり」を構築するた

めの言語化手法として，7 階層からなる言語化手法を提案

し，これを管理するための実装システムについて言及した． 

今後は，阿蘇市地域 DX 推進協議会等の実証実験を通じ

て，本提案手法や実装システムの有効性の定量評価，本理

論を用いたイノベーション・DX 人材育成を行う予定であ

る． 
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